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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本論文は、1789年の三部会の国民議会への変容に始まり、1794年のテルミドールの
クーデターに終わるフランス革命期の貧困に対する公的扶助制度の展開を、議会での
議論、報告、議会への陳情書、関連する当時の著作等の資料を綿密に読み込むことに
よって、「生存権」の保障とその困難という観点から実証的に解明する試みである。
 1793年人権宣言には「公的扶助は神聖な義務である」とか「社会は不幸な市民の生
存についての責任を負う」といった文言があるのに対して、1789年人権宣言にはその
ような文言はない。これを対照的にみる見解が有力であるのに対して、本論文の第一
の貢献は、1789年人権宣言のなかにみられる「安全」への自然権という文言に注目
し、そのなかに生存権的な権利も含まれていたことを、その各種草案に「扶助への権
利」や「生存の維持」への言及があることに着目して明らかにするとともに、1789年
人権宣言前後からすでに立憲議会における「物乞根絶のための委員会」およびそれに
つながる人脈のなかで、公的扶助に関する基本的考え方がほとんどすべて出尽くして
おり、それが後の公的扶助制度の展開に結実したことを、救貧思想の慈善から博愛主
義への変化、社団国家的統制経済から重農主義的自由主義経済への転換とも関連づけ
つつ、ほとんど完璧なまでに明らかにしたことにある。 
 本論文の第二の貢献は、上に述べた諸事実の展開を、革命の理念であるところの平
等な自由と所有の尊重と公的扶助への権利とを調和させることがいかに困難かという
観点から、法理論的に考察した点にある。土地を所有する富者は自助で、労働能力が
ある者は仕事があるときは自助で、ないときは労働の提供によって、労働能力はある
が働かない者は処罰と矯正によって、労働能力がない者は国家による最低限の扶助に
よって、という革命期公的扶助制度全般の原則は、一見したところ妥当なものに見え
る。だが実際には、仕事がないときはどうするかという問題、全国一律の公的扶助制
度実施の困難、法の下の平等の理念と労働して自律する者か否かによる市民・非市民
の区分けとの不整合等、至るところで綻びを見せる。社会権をも取り込んだ法観念が
発達し始めるのは19世紀後半以降である。本論文は、革命期公的扶助思想を社会権の
萌芽として片づけず、自由と所有を強く尊重する18世紀末的法観念の下で「生存権」
的法思想がいかなる困難に出遭ったかを事実に即して解明するものとして高く評価で
きる。 
 よって、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものと認められる。ま
た、平成29年2月3日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結果合
格と認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
 
